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【検討期間】2015（H27）～ 2016（H28）年度

【策定時期】2017（H29）年３月

【目標年次】2025（R7）年

【策定体制】

【位置付け及び目的等】

○地域医療構想は、団塊の世代が後期高齢者となる2025(R7)年に向け、患者の状態に応じた、質の高い医療を効率的に提供す

る体制を確保するため、医療法に基づき、都道府県が策定し、医療計画の一部として位置付けるもの。

○本構想は、地域における病床の機能分化及び連携を推進するため、構想区域ごとの2025(R7)年における病床数の将来推計を

含む医療提供体制に関して定めている。

○病床数の削減を前提とするのではなく、構想区域、病床数や居宅等の医療需要の推計、実現に向けた施策などを関係者で協

議し、各地域の実情に沿った、医療・介護サービスの提供体制の充実を図ることを目的としている。

○また、本県では、持続可能で質の高い医療提供体制の構築に向けた具体的な議論を圏域ごとに進めるため、本県独自に地域

医療構想のグランドデザインを策定し（2021（R3）.4）、将来目指すべき体制と役割分担や連携のあり方に関する大枠の方

向性を定めた。

現行の新潟県地域医療構想の概要
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「新潟県保健医療推進協議会専門委員会（地域医療構想策定部会）」
※地域医療構想の実現に向けて、特に病院経営者の視点が重要とことから、病院経営等に携わる医師等を中心に選定



新潟県地域医療構想の実現に向けた今後の方向性（グランドデザイン）について（令和3年4月）
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病床数の「実績」と「現構想の将来推計」との比較

全体として、本県の病床数は将来推計の水準には届いていないものの、現構想策定時に比べ3,330床（H26：22,487→

R6：19,157）減少している。

『高度急性期』は概ね将来推計どおり減少、『急性期』は減少しているが将来推計に比べ相当多い状況、『回復期』は増加

しているが将来推計に比べ相当少ない状況、『慢性期』は将来推計以上に減少している。

出典（実績）：厚労省「病床機能報告（許可病床数）」

【本県の病床機能ごとの病床数】

実績
現構想での
必要病床数

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）



出典（実績）：厚労省「病床機能報告（在棟延べ患者数÷365日）」
※報告時から過去１年の実績となるため、病床数と年度が異なる

【本県の１日当たりの入院患者数（医療機関所在地ベース）】

実績
現構想での推計
入院患者数

入院患者数の「実績」と「現構想での将来推計」との比較

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

現構想策定時から大きく減少し、推計よりも１日当たり1,609人少なくなっている。（R5実績：14,355人、R7推計：15,978人）

現在の病床数が将来推計より多い一方で、入院患者数は将来推計を下回っていることから、病床は過剰な状態となっている

と考えられる。

現構想で推計した急性期の患者（R7）に比べて、R5の急性期の患者（赤色）が多く、回復期の患者（黄色）が少なくなって

いる。 ※なお、実際の入院患者の態様（看護必要度）が、現構想で推計した「急性期患者」と一致していない可能性があるため、急

性期患者が減っていない（回復患者が増えていない）とは限らない点に注意する必要がある。



上越区域の取組状況①

病床機能報告は、各医療機関が病棟単位で病床機能４区分（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）のいずれかを選択して報

告する仕組みであり、必ずしも実際の入院患者の状態を正しく表すものになっていない。

このため、令和５年度から抜本的な再編の検討を進めている上越区域では、各病院から収集したＤＰＣデータを用いて、診療

報酬や医療資源投入量などに基づく分析・仕分けを行うことで、実態に即した入院患者の状態把握を行っている。

分析・仕分けにあたっては、地域の医療関係者で議論のうえ、これまでの病床機能４区分だけでなく、介護施設・介護医療院

においても受入可能と考えられる患者や、近年増加している高齢者救急患者等の区分も独自に設定した。

こうした取組は、国が新たな地域医療構想で示す包括期（高齢者救急等への対応）の考え方や、医療機能に着目した役割分担、

医療と介護の複合ニーズを抱える高齢患者への対応といった方向性にも合致しており、上越区域の医療再編は新たな地域医療

構想の先駆けになっている。
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上越区域の取組状況②

ＤＰＣデータに基づく患者分析・仕分けの結果を踏まえて推計した将来必要となる病床規模・機能をもとに、各病院の規模・

機能について各開設者と検討を行い、令和８年３月25日の上越地域医療構想調整会議に報告を行った。

今後は、新中核病院・新地ケア病院の運営形態や各病院の規模見直しについて、検討を行っていく。



＜国が示す新構想策定の進め方①＞
令和８年１月28日厚労省「第10回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」資料１



＜国が示す新構想策定の進め方②＞
令和８年１月28日厚労省「第10回地域医療構想及び医療計画等に関する検討会」資料１



入院医療について、国が新構想で示す、医療機関が担う機能に着目した機能分担と連携の方向性のほか、85歳以上の高齢患者を見

据えた地域完結型の医療・介護体制構築の方向性などをみると、本県独自に策定した地域医療構想のグランドデザインが示す大枠の

方向性と軌を一にしてきており、現在、本県が各圏域で進めている医療再編の取組の基本的な部分は整合する。

《新潟県地域医療構想のグランドデザイン》

・将来にわたって持続可能で質の高い医療提供体制の構築

・医療機関の役割分担（中核病院と地ケア病院）による医療機能の役割分担と集約、連携

・高齢者救急や医療と介護のはざまの患者への対応（上越圏域） など

そのため、国が令和８年度に求める「方向性等」の策定については、本県独自のグランドデザインをベースとし、国が求める令和９年度

からの議論に関わらず、現在各圏域で進めている入院医療を中心とした議論を継続させるとともに、更に加速させていく。

なお、今後の高齢患者の増加を見据え、入院だけでなく外来医療、在宅医療や精神医療なども含めた視点については、国のガ

イドラインも踏まえながら、医療再編の議論に随時加味していく。

2029(R11)年度～2028(R10)年度2027(R9)年度2026(R8)年度～2025(R7)年度

国

新潟県

本県における新たな地域医療構想の策定スケジュール

国の方針（まず令和８年度に地域の医療提供体制全体の方向性等を検討・策定した上で、令和９～10年度に各構想区域での議論を経た後

に行う）を基本としつつ、本県における現在の地域医療構想の取組状況を踏まえ、昨年度に想定したスケジュー

ル（令和７年度末：骨子策定、令和８年度末：新構想策定）を見直し、令和10年度末までに新構想を策定する。

●各圏域の実情に応じた再編取組の実行
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●県地域医療構想の
グランドデザインに基づく役割分担と連携等に関する各圏域での検討・議論
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75歳以上（特に85歳以上）
人口の割合は増加が続く

（万人）

推計値実績値

64歳以下の人口は急激に減少

人口の将来推計【年代別人口（全県）】

本県の人口は、全国的な状況と同様に、生産年齢を中心に減少するが、医療・介護の複合ニーズを有する場合が多い85歳

以上の高齢者は、2040(R22)年頃まで増加すると見込まれる。

（推計人口は現構想策定時より減少が加速しているため、今後も同様に減少する可能性あり）

本県では、85歳以上人口
が最大となる2040年頃を

見据え取組を継続
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令和６年12月18日厚労省「新たな地域医療構想に関する検討会とりまとめ」より作成

参考資料


